石狩市公立小中学校事務職員第３０回学校間連携会議
２０１２年２月２４日　
於：りんくる3階視聴覚室
１．議長挨拶
２．経過報告
　　　　　１月２３日（月）
日刊連携会議92号（保護者負担調査集計から読み取りたいこと）
３．協議題
（１）提言２０１１に向けて　その２　～　別紙１
　　　

（２）調査研究グループ年間反省について　～　別紙２
（３）決算・予算書公開実験について　～　別紙３

４．実践交流
５．連絡事項

＜別紙１＞

	提言＊＊　学校予算の提案について


	提言内容
１．学校予算の提案に際しては、数字のみの提案とせず、使途の説明・留意事項などが全教職員に分かりやすく共通理解を図ることが出来る提案となるよう工夫・改善を行うこと。 


	　学校予算の提案については、ほぼ全ての事務職員がその仕事に携わっていることと考えられますが、具体的にどのような提案がなされているかについては、近隣の学校でもよくわからないのが実態です。ここでいう学校予算とは主に市（区町村）配分予算を校内で再配分したものあるいはその企画立案を指しますが、なぜ学校に配分された予算を校内で再配分するかと言えば、例えば教職員から要望がある度に物品購入をしていくというような方法ではなく、一年間の教育活動を見通しながら配当予算をより細分化し計画的に執行していくことで、予算をより効果的に使うことが出来ると考えられるためであり、ほとんどの学校でこの方式が取られています。また、今日では校内再配分に関わる仕事はほぼ事務職員が中心になってとりくまれていると考えられます。
　さて、連携会議では学校予算の提案が各学校で実際にどのように行われているかについて研究交流をすすめてきました。学校予算は学校運営の重要な要素ですが、教職員の共通理解をどのように図っていくかが重要であるとともに、そのことが大変困難であることが長年の研究で明らかになっています。そこで石狩連携会議として各学校の状況がどうなっているかを調査しより効果的予算執行につなげるためにはどのような改善が必要か検討することにしました。
　連携会議では、２０１１年８月の夏季研修会、１２月の冬季研修会でとりくみの交流をすすめるとともに、１０月に「学校予算に関する調査」を実施して、とりくみ状況の資料化を図りました。（調査集計はホームページ「白書と提言」のページに掲載）
　まず、校内配分計画の立案や職員会議での提案承認についてはほぼ全ての学校で行われています。しかし、「予算配分の基本方針を示している」学校は１２校でほぼ半分でした。また、「決算を職員会議で報告承認している」学校は提案時より４校減っています。「項目毎に主な使途や主な購入物品を記載している」学校は１４校ですが、「項目毎に使途の基本的な考え方」を記載している学校は４校と少なくなっています。次に、実際に各学校で提案されている予算案・決算報告を見ながら交流した結果、「使い道や留意事項などは口頭で提案しペーパーとしては数字だけ」という学校も何校かありました。
　これらの調査・交流からは、全教職員の共通理解による学校予算の執行に近づけるにはさらに工夫・改善が必要であることが伺えます。少なくとも、基本方針については口頭ではなくて記述による提案が必要です。例えば石狩市内の学校では印刷関連費用が配分消耗品費の半分以上を占めていることが分かっている（予算要望資料として毎年調査実施）ので、「印刷経費の節約」などは基本方針として多くの学校が記述することが必要と考えられます。また、配分項目については例えば「教科用消耗品」という項目が意味するものが「教授活動に使われる用品（例えばチョークなど）」を指す場合、「児童生徒が使う用品（体育のボールなど）」を指す場合、あるいはその両方を指す場合と様々であることから、一定の説明を行い、使途を明確にすることが必要と考えられます。
　連携会議では、今回の提言に基づき市内の各校が予算案提案の改善にとりくむよう提起しますが、学校財政の確立という観点からは、単に市配当予算の提案に止まらず、より広い観点で学校予算を全教職員のものとしていくために引き続き工夫・改善の方法を検討・交流していくことが必要です。



＜別紙２＞調査研究グループ年間反省について（提案調査研究グループ）
調査研修グループ部会反省アンケート集計結果及びグループ会議（1月24日）での検討結果
Ⅰ．予算要望書作成に向けた取組について

１　予算要望に向けた部会（原案審議）の開催時期については

　　　　・良い---１４

２　学校財政に関する調査について

（１）調査内容や調査方法については

　　　　・良い---１２

　　　　・改善の必要あり---２

　（理由）

①意識調査の意義。あまり強力なデータになっていない。
②予算要望書の交流で意見があったとおり、予算要望活動自体が予算要望委員会で論議（統一要求などの）になるようなものでなければならないし、学校財政に関する調査にも、そういう役割を持たせてもいいのでは。また、これからは、子どもや保護者地域からも意見を引き出すようなとりくみが必要だ。

（グループ会議での意見）
①とったデータは要望書の一部分にしかなっていない。せっかく調査をしているのであるから要望書以外で見てもらえる場所はないか。→例えば市教委など
②統一要求を予算要望委員会の席で出すのはなかなか難しい。各担当や作業日程を確認する場でしかないので。
③要望書をどのように作成していくのか、みんなで検討していく必要があるのではないか。

３　学校配分予算などに関する要望にかかわって
（１）取り上げている項目（需用費消耗品関係、役務費関係、新学習指導要領移行に係る消耗品の増額調査）について、調査内容や調査方法については

　　　　・良い---１１　

・改善の必要あり---３

　（理由）

①」できるだけ重点事項をしぼりたい
②毎回同じような項目になっている部分もあるので、「今年はこれを！」というものを前面に出していけないだろうか。
③３年間の活動を通して、これまでの要望の仕方では展望が開けないことが分かってきた。データを取り続けている「印刷消耗品の状況」などは、そのまま要望事項にしてしまってもいいと思う。「困っている」というだけではダメ。何をどう困っているかをデータで示す必要がある。もうひとつは、保護者負担軽減の観点について、これまでは理科などに特化してきたが、そろそろ学校財政総体と私費負担の現状を対比させて資料化し要求していく必要がある。

（グループ会議での意見）
①調査はこれらの項目を行った方がよいが、どれをメインにしていくかを考えた方がよいのでは。
②ランキング表は細かいが、それ以外はおおまかな現状。
③各学校で困っていることをデータ化するとよいのでは→　予算要望に反映させる？
④何を具体的にどう困っているかをデータ化することは、予算が増額しないからやらないというわけではなく、現状を訴えていくことが大事（学校の実態を公表する）。
⑤教育委員会がこれら学校で困っている実態を把握しているのか→学校によっては印刷関係に学校配分予算の３分の２使っていることや、上の機関（文科省や道教委）からおりてきたものを市教委がスルーして学校へ降りてくるがために、学校で印刷をかけなければならないという現実。これが印刷関係支出増になっているということも。
⑥困っている感は現実的（具体的）にきちんと状況を見せていかないと、訴えていくのは難しい。
４　「予算要望書作成に向けた取組」の来年度に向けての見解

①年度当初に予算要望項目の調査を行う。困っているものを含めて出てきたものを調査研修グループで検討し、要望項目を決めていく。
②予算配分会議で、教員へのアンケートの実施を確認するが、結果を要望書の中に入れることをお願いしていく。（生の声、資料として）

Ⅱ．他支部交流について

　１　今年度は富良野フォーラムへの参加でしたが、このテーマで

　　　　良かった---１２

　　　　無回答---２

　　　　意見---フォーラム自体は良かったが、富良野だとなかなか全員が参加できない。かといって、全員が参加できる近隣は選択肢が非常にせまい。結局、ある程度遠くに行った方が得るものは大きい。

　２　他支部交流や出前講座で希望する内容等ありましたら以下に記載してください。

　　　　特になし

　３　全体を通して

　　　来年度へ向けて改善点や意見

　　①最低年１回は部会を開くようにしましょう。

　　②連携で立案し提案になるので、各部はどうすればよいかわからない時がある。

　　③調べて要望・白書にするようなものだけでなく、備品台帳を話し合って作成していくようなもの（委員会もまじえながら）も必要なのでは。

（グループ会議での意見）
　①備品台帳（特別支援関係の備品も含めて）が統一されていないので、備品台帳委員会のようなものを設けて改善していく必要があるのではないか

　４　「全体を通して」来年度に向けての見解

①調査研修グループ内に備品台帳作成委員会を設ける。

②素案を作成し、教育委員会担当にも確認し作成していく。

＜別紙３＞決算・予算公開実験について
１．検討経過
　連携会議では、各校の決算・予算について毎年調査を実施するほか、夏季冬季研修会で学校予算の課題や改善点について検討交流を行ってきた。
２０１１年冬季研修会では、以下のような事務局提案について検討交流を行った。
	３．学校予算の情報公開について
　（１）学校予算決算の学校ホームページへの掲載の可能性
　　　①横浜市の学校ホームページに学ぶ
　　　②公開に耐えうる予算計画と執行をめざす
　（２）試験的な取り組みとして、連携ホームページでの予算決算公開
　　　①公開する予算書決算書形式をどうするか
　　　②公開するための条件整備について


　
この件に関する論議の要約は以下の通り。（冬季研修会記録より）
	（１）学校予算決算の情報公開でＨＰへの掲載は、教育委員会の理解が得られるかが疑問。横浜市の公開について、学校配分の額であり校内の再配分の額ではないので学校それぞれでＨＰへの公開をする必要があるのか。

（２）「試験的な取り組み」については、既に連携ＨＰで公開している。予算決算書の形式は、配分額だけではあまり意味がないのでは。委員会、校長会等の理解が得られるかどうかがポイントとなるのでは。


　意見記録からは、各校の決算予算書を公開するにはさらに条件整備が必要であることがうかがえる。ただし、条件整備には相当の時間が必要と思われるので、可能な範囲でとりくみに着手することが妥当と考える。
２．今後のとりくみ

　（１）基本的とりくみ


　２０１２年度予算から連携会議ＨＰでの公開実験を行う。ただし、当面、公開可能な学校からとする。

　（２）具体的方法

①公開は連携ＨＰのトップページからのリンクページを新たに作成してデータを掲載する。

②公開に当たっては、公開実験であることを明らかにし、そのため全ての学校のデータではないことを明記する。

③公開データは、公開用に書式を再デザインしたものでもよい。
④データ公開することについて校長の承認を得ることとする。

　






